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鳴門教育大学授業実践研究
－学部・大学院の授業改善をめざして－
第１５号　２０１６
１．問題と目的
　特別支援教育に携わる教員にとって，現在話題になっ
ているのが，２０１４年に批准した国連障害者の権利に関す
る条約と２０１６年に，本格実施となった障害者差別解消
法であろう。これらの動向は，国際的に，スローガンと
して打ち出されてきた‘Nothing about Us, Without Us’
（私たち抜きで，私たちのことを決めてはならない）とい
う理念が背景にあることを忘れてはいけない。
　障害のある幼児児童生徒一人一人の「教育的ニーズ」
の把握については，本人の意見をきく「本人中心」
（person-centered）であるのか，教員が中心となって，
実態把握するのかなどの議論がなされないまま，「個別の
教育支援計画」や「個別の支援計画」が作成されている
場合もあると推察される。これらの状況は，学習者に対
する教育者や支援者の態度の問題にも関連がある（高
橋・津田・久井，２００９）。
　平成２３年８月に改正となった障害者基本法において
は，「障害者が受ける制限は機能障害のみに起因するもの
ではなく，社会における様々な障壁と相対することに
よって生ずるとするいわゆる『社会モデル』の考え方を
踏まえ，障害者の定義を見直し「障害がある者であって，
障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生
活に相当な制限を受ける状態にあるもの」（２条１号）と
されている。この中で述べられている「社会的障壁」と
は，前述の「社会モデル」の考え方を踏まえ，障害者が
日常生活又は社会生活において受ける制限をもたらす原
因となる社会的な障壁（事物，制度，慣行，観念その他
一切のもの）と規定されている（２条２号）。
　本研究の筆者らは，全員が特別支援教育に関連する継
続的な臨床経験を有しており，支援における被支援者－
支援者といった関係性に問題意識があった。そこで，本
研究においては，障害の社会モデルと特別支援教育の関
連，特に，社会や環境との相互作用によって生じるディ
スアビリティについて，国内外の文献の検討やワーク
ショップ等を通じて検討を加えることを目的とする。
２．障害の捉え方の変化
　今日，障害のある人を取り巻く環境は，大きく変化し
ている。１９８０年にWHO（世界保健機関）は，「国際障
害分類」（ICIDH: International Classification of Impairments, 
Disabilities, and Handicaps）で疾患に関する現象を
impairments（機能障害），disabilities（能力障害），
handicaps（社会的不利）の３つに分けた。疫病によって
機能障害が生じ，その機能障害によって，能力や社会的
不利をもたらすというものである。したがって，「機能障
害によってもたらされた能力障害を本人の努力やリハビ
リテーションで改善，克服していく」といった考え方が
教育や福祉の領域で中心となっていた。
　２００１年に，WHOは，１９８０年の「国際障害分類」
（ICIDH）の改訂を行い，「生活機能と障害の国際分類」
（ICF：International Classification of Functioning, 
Disability and Health）を定めた。主な改訂点としては，
障害（impairment）に心理的な障害を入れ，能力低下
（disability）のかわりに，活動（activity）として，主項
目に追加し，背景因子として個人因子（personal factors），
環境因子（environmental factors）を入れ，活動に対し
て相互に関与することを示したことである。このICFに
おける解釈は，個人の活動を中心において，社会環境そ
のものが活動に影響することを示している。
　ICFにおいては，ICIDHよりも障害に対する多角的な
見方を取り入れたといえる。活動，心身機能，身体構造，参
加という捉え方や環境因子や個人因子といった背景因子
を取り入れることで，個人の困難を適切に把握し，多様
な視点から具体的な個人への支援アプローチが可能と
なった。
　日本国内においては，２００３年に，特別支援教育の在
り方に関する調査研究協力者会議によって，「今後の特別
支援教育の在り方について（最終報告）」がなされた。同
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報告においては，「養護学校や特殊学級に在籍している児
童生徒の増加傾向」「通級による指導の増加傾向」「LD・
ADHD・高機能自閉症により，学習や生活の面で特別な
教育的支援を必要とする児童生徒数が約６％程度の割合
で通常の学級に在籍している可能性があること」「盲・聾・
養護学校に在籍する児童生徒の障害の重複化」といった
状況を踏まえ，適切な教育的支援を検討していくことが
求められた。２００６年６月には，障害のある幼児児童生
徒一人一人の教育的ニーズに対応し，適切な指導及び支
援を行うため，従来の盲・聾・養護学校の制度を特別支
援学校の制度に転換することなどが盛り込まれた「学校
教育法の一部を改正する法律」が成立し，「特別支援教育」
が２００７年４月から本格的に実施されたのである。
　特別支援教育の理念では，「特別支援教育は，障害のあ
る幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組
を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒一人一人の
教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や学
習上の困難を改善又は克服するため，適切な指導及び必
要な支援を行うものである。また，特別支援教育は，こ
れまでの特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な遅れ
のない発達障害も含めて，特別な支援を必要とする幼児
児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるもの
である。さらに，特別支援教育は，障害のある幼児児童
生徒への教育にとどまらず，障害の有無やその他の個々
の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる
共生社会の形成の基礎となるものであり，我が国の現在
及び将来の社会にとって重要な意味を持っている」と謳
われている。具体的な内容としては，「特別支援教育に関
する校内委員会の設置」「在籍する幼児児童生徒の実態の
把握」「特別支援教育コーディネーターの指名」「関係機
関との連携を図った『個別の教育支援計画』の策定と活
用」「『個別の指導計画』の作成」「教員の専門性の向上」「特
別支援学校のセンター的機能」があげられている。
　知的な遅れのない発達障害のある子どもも含めて，特
別な支援を必要とする子どもに対し，適切な指導及び支
援を行うことが新たに特別支援教育体制になって示され
た内容である。また，適切な指導や支援を行うにあたっ
て，教員に求められる内容は増加している。
　特別支援教育は，子どもたちの「自立」を目標にする
ものであり，個々の教育的ニーズを把握し，その持てる
力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，
適切な指導及び必要な支援を行うという視点に着目する。
「自立」とは，何かを考えた際に，ICIDHが示すように
「機能障害によってもたらされた能力障害を本人の努力
やリハビリテーションで改善，克服していく」といった
障害のある個人が社会に適応するための力だけではなく，
「他者に支援を依頼する力」「社会とかかわりあう力」に
ついても「自立」に必要な内容であろう。
　さらに，「特別支援教育は，障害のある幼児児童生徒へ
の教育にとどまらず，障害の有無やその他の個々の違い
を認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社
会の形成の基礎となるもの」という点は，支援者が常に
念頭においておくべき点であろう。個々の違いを理解し
あい，困難を考慮しつつ様々な人々が生き生きと生活で
きる社会を築いていくことが必要なのである。
　２００６年１２月には，「教育基本法」が改正となり，「障
害のある幼児児童生徒についても，その障害の状態に応
じ十分な教育を受けられるよう，必要な支援を国及び地
方公共団体が講じなければならない」ことが明記されて
いる。これらの動向は，１９９４年の「特別ニーズ教育に
関する行動のための枠組み」（サラマンカ宣言実施のため
の指針）で示された「特別な教育的ニーズ」「すべての子
どもたちへの教育（Education for Al）」やサラマンカ宣
言を受け，２００６年に国連で採択された「障害の権利に
関する条約」への批准を意識した取り組みであるとも考
えられる。
　２００９年には，内閣に「障がい者制度改革推進本部」
が設置された。障害当事者（障害者及びその家族）を中
心とする人々から構成された「障がい者制度改革推進会
議」も開催された。２０１０年の「障害者制度改革の推進
のための基本的な方向性について」では，「障害の有無に
かかわらず，相互に個性の差異と多様性を尊重し，人格
を認め合う共生社会の実現を図る」ことを中心として，
「地域生活の実現とインクルーシブな社会の構築」「障害
のとらえ方と諸定義の明確化」が示された。
　その後，「障害者虐待防止法」「障害者総合支援法」「障
害者差別解消法」が成立し，日本は，障害者の権利に関
する条約に２０１４年批准し，批准国となった。２０１６年に
は，障害者差別解消法が本格的な実施となった。
３．社会モデルについて考える
　前述したように，現行の「障害者基本法」においては，障
害者権利条約の規定を踏まえ，日常生活又は社会生活に
おいて障害者が受ける制限は，社会との在り方との関係
によって生ずるといういわゆる「社会モデル」に基づく
障害者の概念が盛り込まれている。基本原則としては，
「地域における共生」「差別の禁止」「国際的協調」が定め
られ，障害を理由とする差別の禁止に関し，障害者権利
条約にいう「合理的配慮」の概念が盛り込まれている。
すなわち，このような「社会モデル」に依拠した知見を
特別支援教育での文脈で参照することは，重要であろう。
　そこで，本研究では以下の文献を選定し，検討を加え
た。
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⑴　障害者に関する歴史的研究
　特に，社会的な動静によって左右される障害観につい
て筆者らで議論した。「少年犯罪と精神疾患の関係の語ら
れ方－戦後の新聞報道の分析を通して－」（赤羽，２０１２）
は，第二著者が選定した論文である。近年，報道等にお
いて，発達障害等が犯罪と関連付けられて報じられ，少
なからず偏見が生まれている現状を鑑みたことが本文献
を選定した理由である。確かに，発達障害が要素として
関連する場合もあると推測されるが，それが強調された
報道は，発達障害の子どもたちを社会から排除するよう
な考えに繋がる可能性がある。すなわち，社会において
は，適切な認識を促すことが必要なのである。そのため，
発達障害のある子どもたちに対する周囲の理解がなされ
た上での教育が，このような現状を防ぐために重要であ
ると考える。新しい潮流や動向は，過去の問題を改善あ
るいは解消する上で，何らかの革新的な要素を提起して
いるので，それに従うのも当然のことといってよい。し
かし最新の潮流や動向が最新であるとは限らないことも
認識しておく必要がある。過去の指導法や教育において
は，当時は「正しい」と認識されていたものが，後世に
おいては，「修正すべきである」と気づくものがある。現
代の教育内容が正しいと信用しすぎず，過去のものから
学ぶことも重要であろう。
⑵　英国障害学会誌‘Disability ＆ Society’誌掲載論文
の検討
　英国においては，１９７０年代から隔離に反対する身体障
害のある人たちが障害をdisability（社会的障壁）と
impairment（機能障害）に分けて定義をしようと試みて
きた。１９８３年に英国の研究者のOliverは，disabilityへ
の着目を「社会モデル」，impairmentへの着目を「医学
モデル」または，「個人の悲劇モデル」と述べた。１９８６
年には，“Disability, Handicap ＆ Society”（研究誌）が発
行され，１９９４年に“Disability ＆ Society”に名称変更とな
り，今日に至っている。１９９０年代には，障害のある女
性研究者のFrenchが日常生活の人間観の障壁を取り上
げた研究を行っている（桐原，２０１３）。
　堀（２０１４）は，「英国障害学においては，『障害』
（Disability）のカテゴリーは，近代社会の所産であり，
障害者に対する社会的抑圧と不可分のものだということ
が明らかにされてきた。そうであるならば，障害児をめ
ぐる教育現象・教育現実の記述や分析は，抑圧と解放，
差別と平等，排除と包摂の社会的文脈との連関において
遂行されなくてはならないだろう」と述べている。
　‘Disability ＆ Society’誌は，障害学（Disability studies）
の主要な研究誌であり，各国から寄稿された研究成果が
発表されてきた。筆者らは，以下の文献に検討を加えた。 
　　Amy Petersen. An African-American woman with 
disabilities：the intersection of gender, race and 
disability, Disability ＆ Society 21(7), 2006, pp.721-734.
　本論文に関して，徳永（２０１４，p１７５）は，２つの視点
をあげている。一点目は，「複合的抑圧要因をもつ障害の
ある子どもの教育体験への理解と，彼ら／彼女らへの教
育支援のあり方について」である。「ジェンダー，人種，
及び障害という三つの抑圧の要因に着目し，これらが相
互に交差する状況の中にいる個人の経験の分析を通して，
抑圧の多次元的性質の理論化を試みている」と述べる。
日本においても，三つ以上の要因の交差とその理論化に
関する研究はほとんどないのが実情であり，抑圧の交差
の複雑さを解明する上で意義がある研究である。二点目
は，「『学習障害』があるとラベリングされた子どもの教
育体験と，子ども自身への影響」である（徳永，２０１４，
pp.１７５－１７６）。学校職員によって「学習障害」がある
とラベリングされた１人の女性自身は，「学習障害」があ
るという認識を一度ももったことがなかったのである。
「学習障害」が彼女にもたらした影響を彼女は回顧してい
る。
　当該論文は，障害の理解について，新たな視点を付与
している。「学習障害」があるというラベリング，そして
施された支援は，彼女のニーズに合っていなかったので
ある。併せて，所属する集団や環境によって，障害がラ
ベリングされるということである。彼女自身が通級教室
に通っていることを好ましく思っていなかったという事
実から，本人にとって必要な支援ではなかった可能性も
ある。「支援」をすれば，必ずしも本人のためになるとは
限らないのである。様々な要因から生み出された「障害」
があることや，社会における「障害」の捉え方を筆者ら
は再考するに至った。
⑶　アセスメントにおける関係性
　特別支援教育においては，「特別な教育的ニーズ」と支
援の方策を検討するために，発達検査や心理検査等をア
セスメントの一助として，用いることがある。これらの
検査については，実施に際して，多くの知識を必要とす
るものであり，個々の専門性や一定の資格を保有してい
ることが求められる。また，障害の有無を同定するため
のツールではなく，あくまで，児童・生徒が抱える学習
上の困難や問題等の状況や原因を明らかにするためであ
り，適切なフィードバックがなされるべきであることを
確認した。
　本研究においては，筆者それぞれが臨床場面で用いて
いる発達検査や心理検査を相互に体験するワークショッ
プを行うことで，実施者と被験者を疑似的に体験するこ
とを目的とした。
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　第１回目は，風景構成法を体験したが，絵画を用いて，
コミュニケーションをとりながら，相手の心情を理解し
ていく。実施者は，第３著者が担当したが，冒頭で風景
構成法によるクライアント事例を第１著者が説明した注１。
そして，実際に第３著者の教示を受けて，第１著者と第
３著者が風景を描いた。
　その描かれた絵を分析した結果，カウンセリングに取
り入れることだけではなく，臨床家の伝え方や表情も重
要な要素であることが確認された。
　第２回目は，WISCⅣを体験した。実施者は，第２著
者が担当し，第１著者と第３著者は被検者に回ったが，
実施者と被験者との信頼関係や被験者の安心感によって，
結果が左右されるのではないかという意見に至った。
　第３回目は，第１著者がコーディネートし，高橋・中
村（２００９）の「適応型言語能力検査（Adaptive Tests 
for Language Abilities：ATLAN）」を体験した。古典的
テストとは異なり，小・中学校段階の子ども達の言語能
力を測定する目的で作成された「適応型」の検査である。
被検者である児童・生徒のそれぞれの問題に対する解答
に応じて，次の問題の難易度が調整さており，短時間で
正確に子ども達の言語能力を測定することが可能となっ
ている。第３回目においては，第２著者，第３著者にとっ
ても，解答に時間を要する問題の出題があることが体感
できた。
　３回のワークショップを通じて，実施者と被験者との
信頼関係や被検者の安心感は，結果に影響を及ぼすとと
もに，実施者が選択するアセスメント内容は，被験者の
意向に十分沿った内容が必要であることが確認された。
アセスメントを行うことには意義があるが，その結果で
本人が望まない支援が行われる可能性については，避け
なければならないだろう。
⑷　障害理解教育に関連するワークショップについて
　日本において，実施される障害理解教育の内容として
は，特別支援学校や福祉施設を訪問・見学を行い，教育
活動に関する知識を得た後に，感想文やレポートなどの
執筆を行う「施設訪問」，点字盤の体験，車いすの構造の
理解，手話の学習などを中心とした「障害に関連する知
識についての学習」，障害のある人の不便さや心情を理解
するために「車いすに乗って，移動体験を行う」「アイマ
スクをして規定のコースを歩行してみる」などの「疑似
障害体験」などが中心となっている場合が多い。
　一方，英国では障害平等研修（DET：Disability 
Equality Training）と障害啓発研修（DAT：Disability 
Awareness Training）が区別されている。障害啓発研修
と障害平等研修との大きな違いは，障害啓発研修の焦点
が身体機能であるのに対し，障害平等研修の焦点は社会
的排除にある点（ギャレスピー＝キャンベル，久野，
２００６）である。
　このワークショップでは，障害のある本人の意向やコ
ミュニケーションについて，理解するために，実際に，
「障害学」を標榜する研究者を招いて，ワークショップの
運営を筆者らが中心となり，実施した。
　筆者らは，ワークショップの事後にリフレクションを
行ったが，以下の課題意識や問題意識が共有された。
●各棟に通じる経路が，複雑であると思われる。いろい
ろな場所に障害物がある。どこに，どのようにつなが
るのかが実際に理解しにくい。
●以前，在学していた大学と比較して，障害がなくとも，
直線的な構造ではないため，地図を見て移動するのが
難しい構造となっている。
●障害のある本人がどのようなことを危険でどのような
部分を安全と思っているのか理解しにくかった。それ
らが戸惑いや表情としてあらわれた。
　今回のワークショップを通じて，筆者らにとっては，
「適切な支援のあり方」というコンセプトについて，再考
する機会が得られた。
　本人にとって，本当に必要な支援とは何かについて，
教員は，常に意識しておく必要があるだろう。今回のワー
クショップにおいては，「支援」のあり方や自分の認識の
持ち方についても改めて考えさせられた。「何をどのよう
に目標にするのか」を前提として，自分が意識しておき，
更に支援を実践する中で，相手を知り，その目標も相手
に合わせて変化したり，補足したりということが「相手
を理解する支援」なのではないかということである。「共
に生きる」という視点が大切なのである。
４．考　　察
　本研究においては，障害の社会モデルと特別支援教育
の関連，特に，社会や環境との相互作用によって生じる
ディスアビリティについて，国内外の文献の検討やワー
クショップ等を通じて検討を加えることを目的とした。
社会モデルを踏まえた特別支援教育における支援につい
ては，以下の内容が考察し得る。
⑴　特別な教育的ニーズとは
　特別なニーズとは，問題行動等やその対応方法，個別
指導を意味するだけではなく，学習の場で，一人一人の
児童・生徒に適した学習スタイルを考えていくことであ
ろう。高橋・津田・久井（２００９）が示しているように，
英国では，１９８１年教育法Education Act 1981において，
Special Educational Needs (SEN)という概念を教育に取
り入れている。SENは，診断された障害ではなく，学習
における困難さlearning dificultiesや特別な教育的手立
－２７－
障害の社会モデルと特別支援教育　－－社会や環境との相互作用によって生じるディスアビリティについて考える－－
てspecial educational provisionを中心とした，教育的援
助に言及する教育学的概念である。確かに，医学的知見
は，教育的支援上，有用な場合があるが，教員は学校や
学級経営全体の中で，教育的手立てを考えていく必要が
ある。
⑵　社会モデルを踏まえた特別支援教育のコンセプト
　ICIDHが示すような「機能障害によってもたらされた
能力障害を本人の努力やリハビリテーションで改善，克
服していく」といった障害のある個人が社会に適応する
ための力を身につけるだけではなく，基礎的環境整備や
合理的配慮を受けながら，学校で学ぶ権利というものが
今後のコンセプトとして，検討が望まれる。
⑶　社会モデルを踏まえた特別支援教育の価値
　困難を抱える児童・生徒が，個別的な支援で困難を克
服・改善することだけではなく，学校・学級での多様性
を認める教育が望まれる。さまざまな個性や特性の子ど
もがいて，児童・生徒同士が関わり合う中で学んでいく
環境を大切にしていくことに価値がおかれるべきである。
⑷　社会モデルを踏まえた特別支援教育の視座
　学習上の困難を抱える児童・生徒が「苦手な点」「支援
を必要とする点」を改善・克服することのみならず，学校・
学級における基礎的環境整備や子どもたち，一人一人の
児童・生徒に適した学習スタイルを踏まえた学級での指
導方法を検討していくことが重要であろう。
⑸　社会モデルを踏まえた個別の教育支援計画，個別の
指導計画のあり方
　教員が児童・生徒の問題行動を踏まえ，それらに応じ
た目標設定，指導や支援の手立てを考えるだけではなく，
前述した‘Nothing about Us, Without Us’（私たち抜きで，
私たちのことを決めてはならない）ということばにある
ように，本人の参画のもとに，本人の希望を十分踏まえ
た計画が立案されるべきであろう。「学校で作成が義務付
けられているから」「学校でこの時期に一斉に作成するこ
とになっている」という理由（‘System-Centered
Planning’）を中心として立案するのではなく，児童・生
徒の意向を大切とした‘Person-Centered Planning’に基
づく立案でなければならない。アセスメントの過程にお
いては，児童・生徒との信頼関係やコミュニケーション
も重要であろう。
⑹　社会モデルを踏まえた特別支援教育の戦略
　学習上の困難を抱える児童・生徒が社会に適応する能
力をつけ，自立していくことだけではなく，学校や学級
の改革を行い，教員が現在の教育上の課題に問題意識を
もち，よりよい教育や支援に向けて，行動に移していく
ことであろう。
　今回の研究においては，社会や環境との相互作用に
よって生じるディスアビリティについて考えた際に，障
害のある児童・生徒が望むニーズと教育者と支援者が必
要と考えるニーズの乖離によるディスアビリティが存在
することが推察される。教育分野では，今後，検討すべ
き課題だと思われる。
　これまで，筆者らは，特別支援教育について，学習及
び研究を行う機会があったが，「社会モデル」という概念
を切り口にすることで，障害や支援についての自身の思
考を変容させる機会があった。
　社会における障害についての理解を考えた際に，障害
や支援に関する認識には，誤解や先入観がある可能性も
考えられる。学校教育に携わる者にとって，障害やその
支援のありかたについて，問題意識や深い知見を持って
おくことは不可欠であろう。また，そのような機会を，
より多くの教員を志す人がもつことが今後の課題である。
　「適切な支援」とは何かということを支援する側の人間
は考える必要がある。今回取り上げた文献等でも見られ
たように，子どもが望んでいない支援は，子どもの負担
になる場合もある。支援する側に都合のよい支援になら
ないように，私たちは，児童・生徒自身の意見を十分聞
いたり，意志表示の読み取りを十分に行ったりする場を
設け，児童・生徒を中心に考えた教育や支援を志向して
いかなければならない。併せて，学校や学級は，児童・
生徒にとって安心できる居場所となるよう今後の教育や
研究を継続していきたい。
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